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地域資源情報提供システム構築・運用業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 業務の目的 

   本業務は、高齢者やその家族又は医療・介護関係者に対し、これまで様々な方

法で個別に提供されてきた医療や介護等の情報を集約し、包括的かつ容易に検

索・取得できる環境を提供することで、住民サービス及び医療・介護等の従事者

労働生産性の向上を図り、地域包括ケアシステム構築を推進するため、郡市医師

会を同じくする富士見市、ふじみ野市及び三芳町（以下「二市一町」という。）の

高齢者支援に関する多様な情報を、ウェブサイトにより包括的に提供できる地域

資源情報提供システム（以下「システム」という。）を構築し、運用することを目

的とする。 

 

２ 業務概要 

(1)業務名 

地域資源情報提供システム構築・運用業務委託 

(2)業務内容 

   システムは、「在宅医療・介護関係情報」と「生活支援に関わる情報」で構成さ

れ、「在宅医療・介護関係情報」については二市一町で統一したもの、「生活支援

に関わる情報」については各市町がそれぞれ提供する。 

(3)仕様 

   別紙「地域資源情報提供システム構築・運用業務委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）のとおり。 

(4)業務場所 

   二市一町高齢者福祉担当部署及び事業者開発室 

(5)履行期間 

   本業務の履行期間：契約締結日から令和１０年３月３１日まで 

ア システム構築 

   期 間：契約締結日から令和７年１月３１日まで 

   支払い：業務完了（検査合格）後一括払い 

イ システム運用・保守 

 期 間：令和７年２月１日から令和１０年３月３１日まで 

   支払い：令和７年２月分及び３月分は業務完了（検査合格）後一括払い。 

   令和７年度から令和９年度までは上半期と下半期の年２回払いとし、下半期分

は業務完了（検査合格）後支払う。 

(6)提案上限額 

本業務の本市における見積上限額は、以下のとおり。 

○システム構築・運用（合計）総額：９，９３３，０００円（税込み） 

  ア 契約期間内の構築及びシステム稼働日から令和９年度までの運用期間を基

本とした運用・保守費用を含めた総額である。 

  イ 運用・保守費用については、令和７年度以降の予算の成立を条件とする。 

  ウ この見積金額の上限は、契約時の予定額を示すものではなく、本事業の令和

１０年３月３１日までの予算規模を示すものである。 

○積算金額の上限は、以下のとおり。 

   地域資源情報提供システム構築・運用業務委託 
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システム構築・運用（令和６年度） 富士見市：2,706,000 円（税込み） 

参考 ふじみ野市：2,706,000 円（税込み）三芳町：1,650,000 円（税込み） 

   システム運用・保守（令和７年度から令和９年度までの各年度） 

 富士見市：2,409,000 円（税込み） 

    参考 ふじみ野市：2,409,000 円（税込み）三芳町：1,716,000 円（税込み） 

〇本システムは、二市一町で導入するが、契約は各団体で行うこととしているこ

とから、見積金額の提案は、参考として提示しているふじみ野市及び三芳町の

上限も超えないこととする。 

○令和７年度以降の各年度において、歳出予算金額に減額又は削減があった場合

は、当該契約を変更し、又は解除することとする。 

○見積書（任意様式）及び別紙１「企画提案書等の作成要領 様式２見積積算書」

を提出すること。 

(7)担当部署 

   〒３５４－８５１１ 

   埼玉県富士見市大字鶴馬１８００番地の１ 

   富士見市健康福祉部 高齢者福祉課 高齢者支援係 担当 長谷部・田中・川上 

   Tel ０４９-２５２-７１０８ 

   Fax ０４９-２５１-１０２５ 

   E-mail：fukushi@city.fujimi.saitama.jp 

 

３ プロポーザル方式の種別 

   富士見市プロポーザル方式実施ガイドラインに基づき、公募型プロポーザル方

式により選定する。 

 

４ 受託候補者の選定までのスケジュール 

 

日付・期間 内容 

令和６年５月１４日（火） 第１回委員会 

令和６年５月２８日（火） 企画提案者募集の公表 

令和６年５月２８日（火）から 

平日午前９時００分から午後５時００分まで 

（正午から午後１時００分までは除く） 

プロポーザル関係資料配布 

令和６年６月７日（金）午後５時００分まで 質問書の提出締切 

令和６年６月１４日（金）予定 質問回答 

令和６年６月１８日（火）午後５時００分まで 公募型プロポーザル参加申込

書受付締切 

令和６年６月２５日（火）予定 参加資格の審査結果通知 

令和６年７月１６日（火）午後５時００分まで 企画提案書等受付締切 

令和６年７月３０日（火）午後２時００分から 
第２回委員会（プレゼンテーシ

ョン） 

令和６年８月７日（水）予定   第３回委員会 

令和６年８月９日（金） 審査結果通知 

令和６年９月２日（月） 契約締結 
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５ 参加資格、応募期間及び応募方法 

 (1)参加資格 

 ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に該

当しないこと。 

 イ 企画提案書の提出期限から契約締結の日までの間のいずれの日においても、富

士見市の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２３年告示第１０４号）

に基づく入札参加停止の措置を受けていないこと。 

 ウ 企画提案書の提出期限から契約締結の日までの間のいずれの日においても、富

士見市の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成１９年告示第２４６号）に基づ

く入札参加除外措置を受けていないこと。 

 エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破

産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされてい

ないこと。 

 オ 過去１０年間で、本市の人口規模と同等程度の自治体でシステムの導入実績が

あること。 

カ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 キ 銀行の取引停止又は差し押えを受けていないこと。 

 ク 役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び禁固以

上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった

日から 2 年を経過しない者がいる法人等（法人格のない団体にあっては代表

者が上記要件に該当する団体）でないこと。  

ケ 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の

代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人に

あってはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 

年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第 2 条第 6 号に規定する暴力団

員をいう。以下同じ。）でないこと。  

コ 暴力団（暴対法第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員が経営に実質的に関与していないこと。  

サ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していないこと。  

シ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する

など直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していな

いこと。  

ス 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していない

こと。 

 (2)応募期間 

   令和６年５月２８日（火）午前９時００分から令和６年６月１８日（火）午後

５時００分まで 

(3)応募方法 

 ア 提出書類 

    プロポーザルへの参加を希望する企画提案者は、本実施要領及び本市の契約

規則（平成１８年規則第４号）等の各規定を理解した上で、本書「様式１公募
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型プロポーザル参加申込書」、「様式２秘密保持誓約書」及び「５(1)オに記載の

資格を証する書類（契約書（写し、鑑のみで可。）などの契約実績の分かる書

類）」を提出すること。 

 イ 提出方法 

    持参又は郵送に加え、電子メールでの送信をすること。なお、持参の場合の

受付時間は、土曜日、日曜日及び休日を除く午前９時００分から午後５時００

分まで（正午から午後１時００分までは除く。）とする。また、郵送の場合は、

受取日時及び配達されたことが証明できる方法によること。郵便事故等につい

ては企画提案者のリスク負担とする。 

 ウ 提出場所 

    ２(7)と同様とする。 

 

６ 質問・回答の方法 

(1)受付期限 

   令和６年６月７日（金）午後５時００分 

 (2)質問方法 

   別紙１「企画提案書等の作成要領 様式４質問書」に質問内容を記入のうえ、

電子メールで送付すること。送付後、受付期限までに２(7)の担当部署宛てに電

話にてその旨を連絡すること。質問書の提出回数は１回のみとし、電子メール以

外の方法（電話による問合せ等）では受け付けない。 

なお、事業者選定に公平性を保てない内容が含まれている場合は、質問に回答

しないことがある。 

 (3)提出先 

   ２(7)と同様とする。 

 (4)回答日 

   令和６年６月１４日（金）予定 

 (5)回答方法 

   全社（担当者）宛てに電子メールにて回答する。 

 (6)その他 

  ・質問者の名称等については公表しない。 

  ・評価に関する質問については回答しない。 

  ・質問への回答は、当該プロポーザルに係る書類の記載事項に対する追加又は修 

正とみなす。 

 

７ 説明会開催の有無 

   企画提案に伴う説明会は開催しない。 

 

８ 参加資格の審査・結果通知 

(1)回答日 

   令和６年６月２５日（火）予定 

 (2)回答方法 

   審査結果については、審査を受けた者全員に対して「公募型プロポーザル参加

資格審査結果通知書」により通知する。通知は、電子メールにて送付した後、後

日書面を郵送する。 
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９ 提案方法 

   企画提案者は、「仕様書」に定める仕様に沿った企画提案書等の必要書類につ

いて、印刷物のほかに、電子ファイルを収録した CD-ROM（レーベル面に企画提案

者名を記載）を提出すること。 

   また、提出書類の内容に不明な点等がある場合には、必要に応じ追加資料の提

出を求める場合があるので留意すること。 

 (1)必要書類・必要部数 

 ア 企画提案書（正本：自社名を記載しているもの）：３部 

 イ 企画提案書（副本：社名を記載していないもの1）：１７部 

 ウ 見積書（任意様式）：１部 

エ 以下、別紙１「企画提案書等の作成要領」の様式に必要事項を記入したもの：

各３部 

   ・様式１企画提案書鑑 

   ・様式２見積積算書 

   ・様式３会社概要 

   ・様式４質問書 

オ CD-ROM（アからエまでの内容を電子ファイルで収録したもの）：３枚 

 (2)企画提案書規格・構成・記述項目 

   別紙１「企画提案書等の作成要領」及び、以下の企画提案書記述項目を参照す

ること。 

 

項目 

番号 
企画提案書 

記述項目 
記述要領 

1 本業務の目的・

概要についての

理解 

・本市を取り巻く環境変化、システム構築にかかる背景や

方針を踏まえて、本調達に対する企画提案者の理解を記

載すること。 

・上記を踏まえて、企画提案者における本業務への取組方

針を記載すること。 

2 本業務の実施方

針 

・「1業務の目的」及び仕様書を踏まえた上で、本業務及

び提案するシステム・サービスの実施方針についても具

体的に記載すること。 

また、実施方針が本市の課題の解決に対しどのように寄

与するかを具体的に記載すること。 

3 提案サービスの 

全体像と特長 

・「1業務の目的」及び仕様書を踏まえた上で、提案する

システムについて、システム全体の構成や機能を記載す

ること。 

・利用者の利便性など、自社の優位と考えられる部分を記

載すること。 

                         
1
 社名だけでなく、社名を連想させるブランド名等も記載しないこと。（表紙も同様） 
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4 全体導入スケジ

ュール 

・本業務実施におけるスケジュール及びその作業工程、定

例会の年間スケジュール、役割分担について具体的に記

載すること。どのように効率的かつ効果的スケジュール

であるかを記載すること（予見される課題を記載し、こ

の課題にどのように対応したスケジュールであるか）。 

・本市を取り巻く環境・要望を踏まえたスケジュールの特

徴（優位性）について具体的に記載すること。 

5 使用性・効率性

要件 

・使用性・効率性要件に関して、仕様書（プロポーザル実

施要領を含む）を踏まえた実現方法・各市町にもたらす

効果（自社の優位性）について、具体的に記載するこ

と。特に操作マニュアルに頼らずとも直感的に業務がで

きる観点（工夫）について、記載すること。 

・上記の根拠を具体的に記載すること。 

6 可用性要件 ・可用性要件（サーバ、ネットワーク、施設における提案

内容の可用性）に関して、仕様書を踏まえた実現方法・

本市にもたらす効果（自社の優位性）について、具体的

に記載すること。 

・上記の根拠を具体的に記載すること。 

7 セキュリティ要

件 

・セキュリティ要件に関して、仕様書（プロポーザル実施

要領も含む）を踏まえた実現方法・本市にもたらす効果

（自社の優位性）について、具体的に記載すること。 

・上記の根拠を具体的に記載すること。 

8 操作研修 ・導入時の研修要件に関して、仕様書を踏まえた実現方

法・本市にもたらす効果（自社の優位性）について、具

体的に記載すること。 

・運用保守時の研修要件に関して、仕様書を踏まえた実現

方法・本市にもたらす効果（自社の優位性）について、

具体的に記載すること。 

・操作マニュアルの作成・運用について、具体的に記載す

ること。 

・本市の職員及び関係者が、業務の流れに応じてシステム

操作方法を習得できるような工夫を記載すること。 

・その他、本市の職員及び関係者に合わせた効果的な研修

の実施を想定していれば記載すること。（例：人事異動

を考慮した定期研修の実施等） 

・上記の根拠を具体的に記載すること。 
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9 運用要件 ・ 安定稼働後の企画提案者の運用サポート体制・頻度に

ついて具体的に記載すること。 

・ 稼働後の Q＆A対応について、具体的に記載すること。 

・ 企画提案者が行う運用作業と本市の職員及び関係者が

行う運用作業の切り分けについて、図や表を用いて具体

的に記載すること。 

・介護サービス事業所の空き情報等の調査方法について具

体的に記載すること。 

・二市一町及び関係機関との連絡調整等について、具体的

に記載すること。 

10 保守要件 ・保守要件に関して、仕様書を踏まえた実現方法・本市に

もたらす効果（自社の優位性）について、具体的に記載

すること。（仕様変更時の実施手順などについて） 

11 障害対応 ・障害発生時に、仕様書を踏まえた実現方法・本市にもた

らす効果（自社の優位性）について、具体的に記載する

こと。（市民サービスへの影響を最小限に抑制する方策

や夜間・休日対応の時間や方法等） 

・データ連携等に関係した部分での障害発生時における対

応手順や体制の考え方を具体的に記載すること。 

12 データセンター

利用に係る要件 

・自社データセンター利用に係る要件に関して、仕様書を

踏まえた実現方法・本市にもたらす効果（自社の優位

性）について、具体的に記載すること。 

・企画提案者のデータセンターにおける災害対策を記載す

ること。 

・災害時等の事業継続性について記載すること。 

・上記の根拠を具体的に記載すること。 

13 提案者に関する

概要 

・企画提案者に関する概要（会社概要、主要業務等）を記

載、若しくは相当する資料を添付すること。 

※様式３会社概要を別途記載し提出すること。 

14 導入実績 ・企画提案者の過去の類似案件について、当該実績（顧客

名、実施時期・期間、サービス内容（対象システム・規

模）等）を具体的に記載すること。 

15 本市の業務改善

に関する提案 

・上記記載項目以外で、企画提案者が本業務を受託した際

に、追加機能や有用な提案があれば、本市にもたらされ

る効果（追加提案に対する費用対効果）と併せて具体的

に記載すること。 

 

 (3)提出期限 

   令和６年７月１６日（火）午後５時００分（必着） 

 (4) 提出方法 

   持参又は郵送と、電子メールでの送付によること。持参による場合の受付時間

は、土曜日、日曜日及び休日を除く午前９時００分から午後５時００分まで（た

だし、正午から午後１時００分までは除く。）とする。郵送による場合は、受け取
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り日時及び配達されたことが証明できる方法によること。郵便事故等については

企画提案者のリスク負担とする。 

(5)提出場所  

   ２(7)と同様とする。 

 (6)情報公開について 

   提出された企画提案書は、富士見市情報公開条例（平成１３年条例第２６号）

の規定及び富士見市プロポーザル方式実施ガイドラインに基づき、公開する。 

 

10 プレゼンテーション等の日時、内容等 

   企画提案者によるプレゼンテーションを下記のとおり実施する。プレゼンテー

ションの時刻等詳細については、本書「様式１公募型プロポーザル参加申込書」

に記載されたメールアドレス宛てに２(7)の担当部署から、通知する。詳細は別

紙２「プレゼンテーション実施要領」を参照のこと。 

 (1)実施日時 

令和６年７月３０日（火）午後２時００分から 

 (2)場所 

富士見市役所分館 ３階 会議室 

 (3)提案時間 

   １社あたりの持ち時間は、プレゼンテーション４０分、プレゼンテーション後

の質疑応答３０分、片付け等１０分の計８０分とする。 

 

11 審査結果通知 

  ＜審査概要＞ 

   地域資源情報提供システム構築・運用業務委託プロポーザル審査委員会（以下

「委員会」という。）において、以下の審査方法により提案内容を審査し、最も本

件業務に適していると認められる企画提案者を選定する。 

 (1)審査の対象となる企画提案者 

   次の要件をすべて満たしている企画提案者を対象に審査を行うこととする。 

  ・見積額が提案上限額の範囲内であること。 

  ・企画提案書等の必要書類が、別紙１「企画提案書等の作成要領」で定められた

要求事項を満たしていること。 

  ・９(2)の企画提案書記述項目に対して、企画提案書の記載内容が要領を満たし

ていること。 

 

 (2)審査方法 

   プロポーザル提案の審査は委員会の委員が行うものとし、企画提案書等の内容

及びプレゼンテーションの結果により評価点を算出し、合計点をもって評価点数

とする。審査にあたっては、あらかじめ定められた評価項目、配点にしたがって、

採点する。「プレゼンテーション審査」までが終了した後に、審査結果を算定す

る。 

 (3)評価項目 

   審査における評価項目については、別紙２「プレゼンテーション実施要領」を

参照すること。 

 (4)評価・配点 
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   各審査の配点は以下のとおりとし、１４５点を満点とする。「企画提案書評価」

の詳細な内訳は９(2)の企画提案書記述項目を、「プレゼンテーション評価点」の

詳細な内訳は別紙２「プレゼンテーション実施要領」を、参照すること。 

審査項目 配点 

価格点 １５点 

プレゼンテーション評価点 １３０点 

評価点数（満点） １４５点 

 (5)審査の結果通知 

   審査結果については、令和６年８月９日（金）に審査を受けた者全員に対して、

「プロポーザル方式審査結果通知書」により通知する。通知は、電子メールにて

送付した後、後日書面を郵送する。 

 (6)その他 

   審査経緯及びその内容についての問い合わせには応じない。また、審査結果に

対する異議申し立てについても受け付けない。審査結果は、原則公開する。契約

締結後、次に掲げる事項を富士見市ホームページで公表する。 

  ・業務名 

  ・業務概要及び履行期間 

  ・受託者の名称及び契約額 

  ・提案者名、各提案者の順位及び評価点数 

  ・その他必要な事項 

 

12 受託候補者を選定するための評価基準 

   別紙「地域資源情報提供システム構築・運用業務委託受託候補者選定評価基準

書」のとおり 

 

13 成立要件及び失格要件 

   本プロポーザルは、提案者が１者以上で成立するものとし、提案者がない場合

は、改めてプロポーザルを実施するものとする。また、失格要件は次のとおりと

する。 

  ・プロポーザル実施要領で定めた内容に適合しないもの 

  ・虚偽の内容が記載されているもの 

  ・その他選定結果に影響を及ぼす不正行為を行った者が作成したもの 

 

14 契約方法 

   受託候補者と要件定義などを確定した上で、地方自治法施行令第１６７条の２

第２項に規定する随意契約を締結する。また、受託候補者との協議が合意に至ら

なかった場合は、次点の企画提案者と協議に入るものとする。なお、契約締結に

際しては、二市一町それぞれと契約締結することを条件とする。 

 

15 提案に係る費用の負担 

   プロポーザル提案に係る費用は、全て提案者の負担とする。 

 

16 提出された書類の取扱い 

 ア 企画提案書の提出後は、企画提案書に記載された内容の変更を認めないものと
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する（軽微な修正を除く。）。ただし、体制の変更等、企画提案書に記載した技

術水準に変更がある場合、その変更によりプロジェクト遂行上の問題が生じな

いことを本市が確認したうえで、変更を許可することがある。 

 イ 提出された企画提案書等については、返却しないものとする。 

 ウ 提出された企画提案書等は、必要に応じて複製する場合がある。 

 エ 提出された企画提案書等は、本市職員の他に、必要に応じて本市が本業務の協

定を締結するふじみ野市及び三芳町が閲覧する場合がある。 

 オ 本市が必要と認める場合には、補足資料の提出を求めることがある。 

 カ 企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。 

 キ 提出された企画提案書等は、プロポーザル方式の実施のために使用し、また複

製等をすることができる。ただし、提案者に無断でその他の目的のために使用

することはできないものとする。 

 ク 提出された企画提案書等は、富士見市情報公開条例の規定に基づき、公開する。 

 

17 その他必要と認められる事項 

 ア 参加表明以降、都合により参加を辞退することになった場合は、速やかに書面

（様式は任意）により２(7)の担当部署宛てに提出する。 

 イ 企画提案書等の内容に、特許権など日本国の法律に基づいて保護される第三者

の権利対象となっているものを使用した場合、その責任は原則として企画提案

者が負うこと。 

 ウ 選定の公平性を期すため、本件に係る選定期間中の本市に対しての営業活動は

自粛すること。 

 エ 本市から本業務に関する資料を受領した後に本業務への参加を取りやめる場

合は、企画提案書等受付締切までに本書「様式３公募型プロポーザル辞退届」

を提出すること。また、本市から受領した資料は必ず返却すること。（本市が認

めた物に限り破棄も可とする。） 

 オ 仕様書と矛盾する内容を企画提案書等に記載した場合、その提案事項は無効と

みなす。 

 カ 複数の企画提案者の総合評価点が同点の場合、価格点が最も高い企画提案者を

優先交渉権者とする。 

 キ 価格点を除く得点の合計が、配点の６０％未満の企画提案者は選定しないもの

とする。 

 

  



 

 

 

実施要領様式１ 

 

公募型プロポーザル参加申込書 

 

年  月  日  

 

（宛先）富士見市長 

 

 

商号又は名称 

所在地 

代表者           

 

 

業務委託名                       

 

上記業務委託（公募型プロポーザル）について、下記を誓約し参加を申し込みます。 

 

記 
 

１ 実施要領等に定める参加資格を満たしていること。 

２ 企画提案書等の提出書類について、記載事項に虚偽のないこと。 

 

 

 

【連絡先】 

担当者 

電話番号 

メールアドレス 

  



 

 

 

実施要領様式２ 

 

秘 密 保 持 誓 約 書 

 

  年  月  日 

 

 

 

（宛先）富士見市長 

 

事業者名                

                           

代表者氏名              ㊞ 

 

地域資源情報提供システム構築・運用業務委託に係る、事業者選定のための公募型

プロポーザルの実施（以下「本業務」という。）に応募するにあたり、下記に規定する

秘密保持及びデータ保護について順守することを誓約します。 

 

記 

 

（秘密保持及びデータ保護） 

１ 参加表明事業者は、富士見市から提示される本業務に関する仕様書及び関連資料

等（以下「仕様書等」という。）の内容並びにその他業務上知り得た情報を、本業務

の遂行上必要な最低限の関係会社等を除く第三者（以下「第三者」という。）に洩ら

してはならない。本業務の終了又は解除後も同様とする。 

２ 参加表明事業者は、前項に基づき要求仕様書等を開示する場合、本誓約書の各項

について、開示の相手方に順守させなければならない。 

３ 参加表明事業者は、富士見市から提示された仕様書等の内容について、次にあげ

る行為をしてはならない。 

 (1) 本業務の遂行以外の目的に使用すること 

(2) 第三者に閲覧、貸出し等の提供をすること 

 (3) 富士見市の許諾なく複写又は複製すること 

４ 参加表明事業者は、電子ファイル等の特性に留意し、本業務に係るデータ処理、

保管及び移転に際しては、データの管理が適正に行われるよう、万全の注意を払わ

なければならない。 

５ 参加表明事業者は、富士見市から提示された仕様書等について、本業務の終了後、

速やかに富士見市に返却しなければならない。富士見市の許諾を得て複写又は複製

した場合についても同様とする。 

６ 参加表明事業者は、本業務における作業の範囲、作業責任区分等を明確にしなけ

ればならない。 

７ 富士見市が本業務に係る情報の保護に関し検査を行うときは、参加表明事業者は

これに応じなければならない。 

  



 

 

 

実施要領様式３ 

 

公募型プロポーザル辞退届 

 

  年  月  日  

 

（宛先）富士見市長 

 

商号又は名称 

所在地 

代表者 

 

記 

 

     年  月  日付で参加申込を行った業務委託（公募型プロポーザル）について、下記

のとおり辞退を届出ます。 

 

 

１ 業務委託名                       

 

 ２ 辞退理由 

                

                                   

【連絡先】 

担当者 

電話番号 

メールアドレス 

 

 


